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平 成 ２１ 年 度

地球温暖化対策事業本部

事　業　概　要



　　　①「くらし」－暮らしのあり方を変え、
                             市民生活からのＣＯ２を効果的に減らす

　　　地球温暖化をはじめとする環境問題を学習・理解し行動に移す場「ヨコハマ・エコ・ス
　　　クール（ＹＥＳ）」の運営や、開国博Ｙ150と連携し、家庭での省エネ行動等にポイントを
　　　付与する「横浜環境ポイント」の社会実験を行い、具体的な実践行動を広げていきま
　　  す。
　　　　  照明・家電の販売実態の調査を行い、省エネ家電販売促進の支援や規制を検討・
　　　 実施することで、照明・家電による家庭からのＣＯ２削減を図ります。

        ＜主な事業＞
　　　○　脱温暖化行動推進事業（ヨコハマ・エコ・スクールなど）
　　　○　環境と地域経済推進事業（横浜環境ポイントなど）
　　　○　照明・家電の高効率化促進事業

平成21年度地球温暖化対策事業本部　事業概要

　地球温暖化対策事業本部は、横浜市脱温暖化行動方針ロードマップ／環境モデル都市アクションプランで
掲げる、重点（先導的）取組「環境モデル都市・横浜　グリーンチャレンジ」を積極的に推進していきま
す。また、「市役所」などの各分野ごとの施策も着実に実施します。
　これにより、『平成37年度までに温室効果ガス30％削減』に向けた取組全体の推進に繋げます。

環境モデル都市・横浜　グリーンチャレンジの実践！

環
境
モ
デ
ル
都
市
・
横
浜
の
具
体
化
へ

　　　②「しごと」－環境に配慮した事業の拡大により、地域経済を活性化

　　　　　地球温暖化対策計画書制度の充実を控え、すべての大規模排出事業者において
       省エネが徹底されるよう、具体的方策の検討などを進めます。また、環境に配慮した事
       業活動を拡大するため環境マネジメントシステム導入を支援します。
　　　　　金沢臨海部を再生可能・未利用エネルギーの最先端利用エリアとする「横浜グリー
       ンバレー」構想を進めます。

　　　　＜主な事業＞
　　　○　事業者温暖化対策促進事業
　　　○　ＥＣＯ＋横浜普及事業
　　　○　横浜グリーンバレー事業

　　　③「エネルギー」－再生可能エネルギー10倍に向けスタートアップ

　　　　住宅用太陽光・太陽熱利用システム設置補助の拡大や、自治会・町内会館に着目し
　　 た太陽光発電のモデル事業とそれを支援する「固定価格買取制度」の社会実験を行う
　　 ことで、再生可能エネルギーの利用拡大に先鞭をつけます。
　　　　また、普及の仕組みを支える事業体　「横浜グリーンパワー」構想を進めるなど、
　　再生可能エネルギー拡大への新たな仕組みづくりにチャレンジします。
　
　　　＜主な事業＞
　　 ○　住宅用太陽光・太陽熱利用システム設置費補助事業
　　 ○　官民協働再生可能エネルギー導入事業
　　 ○　廃食用油のバイオディーゼル燃料活用事業
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　　　④「市役所」－大規模事業者の一員として率先した排出削減へ

　　省エネルギー化や再生可能エネルギーの率先した利用を進め、着実にＣＯ２の排出を削減

　　します。本市の事業実施に関わる要綱や指針などに省エネ等の環境配慮事項の設定を行う
　　とともに、小中高校をモデルとした建築・設備改修構想の策定と、地域と建築技術者の環境教
　　育の展開も進め、さらには「低炭素」を市政運営のスタンダードにすることを目指します。

　　＜主な事業＞
　　　○　公共施設への省エネ機器類導入計画推進事業
　　　○　具体的環境配慮事項の設定事業
　　　○　エコスクールモデル実践事業
　　　○　乾電池ゼロエミッション事業
　　　○　横浜グリーンバレー事業（再掲）

　⑤「都市と緑」
　　　－ヒートアイランド対策の推進
　
　　先進的なヒートアイランド対策の集中導入
　  や、各区と連携した市民協働による緑のカー
　  テン事業を実施し、エネルギー効率のよい都
　  市づくりの一環として推進していきます。

　＜主な事業＞
　　○　ヒートアイランド対策集中導入
　　　　モデル事業
　　○　横浜グリーンバレー事業（再掲）

　
　
　⑥「脱温暖化連携」
　　　－国内外との連携で脱温暖化

　　 環境モデル都市提案制度を設け、事業者や市
　民などとの協働による施策を推進します。
　　 国内外都市や農山村連携を進め、それぞれの
　地域の特性を活かした脱温暖化の取り組みを実
　施します。

　　＜主な事業＞
　　 ○　環境モデル都市推進事業

～各分野別の取組～
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＜一般会計予算＞

（歳出） （単位：千円）

区　　分 H21年度 H20年度 増△減 前年度比

６款２項３目
温暖化対策費

1,038,634 778,410 260,224 33.4%

（財源） （単位：千円）

区　　分 H21年度 H20年度 増△減 前年度比

14款　分担金及び負担金 0 89,800 △ 89,800 皆減

16款　国庫支出金 119,500 0 119,500 皆増

17款　県支出金 100,800 0 100,800 皆増

19款　寄附金 500 0 500 皆増

22款　諸収入 539 5,990 △ 5,451 △ 91.0%

23款　市債 16,000 22,000 △ 6,000 △　 27.3%

一般財源 801,295 660,620 140,675 21.3%

合　　  計 1,038,634 778,410 260,224 33.4%

＜風力発電事業費会計予算（特別会計）＞

（歳出） （単位：千円）

区　　分 H21年度 H20年度 増△減 前年度比

１款１項１目
　　運営費

23,000 22,778 222 1.0%

１款２項１目
　　元金

32,189 19,912 12,277 61.7%

１款２項２目
　　利子

3,304 3,304 0 -

１款２項３目
　　公債諸費

7 7 0 -

１款３項１目
　　予備費

5,000 5,000 0 -

合　　　計 63,500 51,001 12,499 24.5%

（財源） （単位：千円）

区　　分 H21年度 H20年度 増△減 前年度比

１款１項１目
　　繰越金

12,496 1 12,495 -

２款１項１目
　　風力発電事業収入

51,000 51,000 0 -

２款２項１目
　　雑入

4 - 4 -

合　　　計 63,500 51,001 12,499 24.5%

平成21年度地球温暖化対策事業本部予算総括表
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事  業  内  容 
 
ＣＯ－ＤＯ３０（横浜市脱温暖化行動方針）の掲

げる目標達成に向けて、「環境モデル都市」として

市民・事業者との協働による脱温暖化に取り組みま

す。  （注）※印：脱温暖化加速化事業(58,470 千円)に 

       ついては、各施策毎に事業内容を細 

    分化し、表記しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

(1) ☆【拡】脱温暖化行動推進事業              21,925 千円 

    ＮＰＯ・事業者等と連携を図りながら「ヨコハマ・エコ・スクール(YES)」 

を運営し、市民に対する知識や学習、意見交換の場を効果的に提供します。 

また、横浜市地球温暖化対策推進協議会（チーム・ＣＯ－ＤＯ３０）など様々 

な温暖化防止活動に取り組む団体等へ啓発ツールや活動情報の提供を通し 

て支援するため、温暖化対策法※に基づく「横浜市地球温暖化防止活動推進 

センター（仮称）」を下半期を目処に指定します。 

   ※ 地球温暖化対策の推進に関する法律 

 

(2) ☆横浜型ライフスタイル推進事業                   5,946 千円 

  家庭からのＣＯ２排出削減に向け、自治会・町内会の協力のもと省エネ取

組の促進をはかる「エコハマ省エネ実践事業」を（参加 10,000 世帯）で実

施します。また、小学生の省エネ行動を促進するとともに、市内企業の協賛

により、開発途上国の植樹にも寄与する「子ども省エネ大作戦」、脱温暖化

ライフスタイルへの転換を呼びかける「夏は夏らしく過ごそう」「冬のライ

フスタイルの実践」に引き続き取り組みます。 

温暖化対策費 

６款２項３目 

千円 
本 年 度 

   1,038,634  

前 年 度      778,410  

差   引     260,224  

国・県      220,300  

市 債       16,000  

その他        1,039  

財
源
内
訳 

一 般      801,295  

【凡例】 

「☆」・・ 中期計画における重点事業 

【新】・・ 平成21年度新規事業 

【拡】・・ 平成21年度拡充事業 

【区】・・ 地域課題解決のため区の財源を活用し、局が 

予算を編成・執行する区局連携事業 

１ 『くらし』－暮らしのあり方を変え、市民生活からのＣＯ２を 

効果的に減らす               114,171 千円
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(3) ☆ヨコハマお買い物グリーンスタイル推進事業            2,570 千円 

    地球温暖化問題解決に向けたライフスタイル・事業スタイルの具体的な実 

践行動として、グリーン購入の取組を始めとした「５Ｒ行動」の全市的な促 

進を図ります。 

 さらに、市内事業者等による「横浜グリーン購入ネットワーク（仮称）を 

設立するなど、グリーン購入の普及を図ります。 

※「５Ｒ行動」とは、３Ｒ行動（Reduce,Reuse,Recycle）と、不必要なものは求めな 

い(Refuse) 、日々のライフスタイルを見直す(Rethink)の２Ｒ行動を目指すものであり、

横浜市地球温暖化対策地域推進計画（改訂版）に掲げた新たなライフスタイル・事業ス

タイルです。 

 

(4) ☆環境と地域経済推進事業                 31,900 千円 

   横浜開港 150 周年記念事業と連携し、横浜環境ポイントの実証実験を行い 

ます。家庭における省エネ行動（電気ガスの使用量削減）などへポイントを

付与し、結果を集計・公表することにより、市民の行動の成果を「見える化」

します。またポータルサイトを活用して、環境と融合した経済活動の情報発

信を行うなど、積極的に支援していきます。 

 

(5) ☆【拡】全市民脱温暖化行動広報活動事業 ※          26,830 千円 

   ＣＯ－ＤＯ３０や環境モデル都市の取組など、市民、事業者の脱温暖化 

に向けた関心をさらに高め、具体的な行動を促進させるため市民・事業者 

と協働して様々な広報活動を展開します。 

（環境タウンミーティングやシンポジウム、ライトダウンなどの一斉行動等） 

 

 (6) ☆【新】照明・家電の高効率化促進事業          5,000 千円 

   家庭から排出されるＣＯ２の約３割を占める｢照明・家電｣からの排出を削 

減するため、省エネ性能の高い家電製品の販売状況等について調査を行う 

とともに、研修会の実施など家電の販売を行う事業者への支援を実施しま 

す。 

また、非省エネ型の照明・家電の段階的な販売抑制方策を検討する研究 

会を発足します。 

 

(7) ☆【新】低炭素型次世代交通研究調査事業        20,000 千円 

既存の公共交通と環境負荷の少ない自動車・自転車などとの連絡性を高 

める方策について、産学との連携により検討するほか、カーシェアリング 

などの自動車利用の効率化策の研究など、交通 CO-DO 推進に必要な調査を 

実施します。 
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(1) ☆事業者温暖化対策促進事業               12,923 千円 

「横浜市生活環境の保全等に関する条例」に基づく「地球温暖化対策計

画書制度」の運用を行います。また、条例改正による制度強化の実施に向

け、規則や指針の改正やマニュアルの整備、事業者向け説明会の開催など

新たな制度開始のための準備を進めます。 

 

(2) ☆ＥＣＯ＋横浜普及事業                  4,030 千円 

市内中小企業へ環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の普及を図るため、 

内部環境監査員養成研修会の開催などのＩＳＯ14001 の認証取得支援に加 

え、アドバイザー派遣等を通じて中小企業向けＥＭＳ（エコアクション 21、 

ＫＥＳ（Ｙ－ＥＳ）等）の普及に取り組みます。 

 

(3) ☆カーボン・オフセット普及促進事業 ※         5,640 千円 

   カーボン・オフセットの普及を図るために市内で開催されるイベントで 

の導入を進めるための、横浜版ガイドラインを作成し、市内で開催されるイ 

ベントでの導入を進めます。 

また、カーボン・オフセットへの理解と導入を進めるため、イベントの主 

催者を対象とするカーボン・オフセットセミナーを開催します。 

注）カーボン・オフセットとは、努力しても削減できないＣＯ２について、 

ＣＯ２を吸収する植林やクリーンエネルギー事業に投資すること等 

で、排出したＣＯ２を相殺する取組です。 

 

(4) 【新】横浜グリーンバレー               25,000 千円 

 金沢臨海部を再生可能・未利用エネルギー活用の最先端エリア「横浜グリ 

ーンバレー」構築に向けて、市有施設間のエネルギーの有効利用などの全 
体連携計画を策定するなか、平成 20年度に実施した金沢区庁舎でのヒート 
アイランド対策集中導入モデル事業のさらなる展開を図ります。 

 

 

 

 

 (1) ☆【拡】住宅用太陽光・太陽熱利用システム設置費補助事業  

192,741 千円 

   再生可能エネルギーの普及拡大を図るため、太陽光発電システム設置費 

に対する補助を拡大するとともに、太陽熱利用システムについても補助を 

実施します。 

・太陽光発電システム・・１kWあたり６万５千円（上限 24万円）、900 件 

 （県からの補助部分については、１kWあたり３万５千円（上限 12万円）となり、上記 

６万５千円の内数です） 

・太陽熱利用システム・・強制循環型４万円など、200 件 

２ 『しごと』－環境に配慮した事業の拡大により、地域経済を活性化 

    47,593 千円 

３ 『エネルギー』－再生可能エネルギー10倍に向けスタートアップ 

 311,663 千円 
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 (2) ☆【新】官民協働再生可能エネルギー導入事業 ※         26,000 千円 

  自治会町内会の会館に着目した太陽光発電の設置によるモデル事業及び、 
その強力な支援の仕組みとして「固定価格買取制度」の社会実験を実施し 
ます。 
また、普及の仕組みを支える事業体「横浜グリーンパワー」の事業モデ 

ルの検討や、再生可能エネルギーの導入検討時の支援ツールの整備等、再 
エネ 10倍化に向けた手法の具体化に取り組みます。 

 

 (3) 太陽光発電の率先導入事業               49,837 千円 

温暖化問題に対する市民意識の向上を図るため、引き続き、普及啓発効果

の高い公共施設に太陽光発電システムを導入します。 

  （港北区役所太陽光発電システム導入事業【区】33,000 千円を含む） 

（地球にやさしいまち“栄”推進事業【区】6,000 千円を含む） 

 

 (4) 【拡】廃食用油のバイオディーゼル燃料活用事業     43,085 千円 

小学校から出る廃食用油を回収し、福祉授産所でバイオディーゼル燃料 
に精製したものを、水再生センターで使用する重油の代替燃料の一部として 
利用します。 
21 年度は、１か所の水再生センターでの使用を開始するとともに、さら 

に 1か所の水再生センターでの使用に向けた施設整備を行います。 
 

 

 

 

 

(1) ☆【拡】公共施設への省エネ機器類導入計画推進事業   105,000 千円 

 省エネ機器類等導入指針を踏まえ、屋外照明や高効率給湯器・太陽熱利 

用システムの導入を進めるとともに、対策の効果を検証します。 

・高効率屋外照明・・5,000 本をＬＥＤ、無電極放電ランプなどに高効率化 

・高効率給湯器又は太陽熱利用システム・・公共施設 20か所に設置 

 

(2) 公共施設の省エネ・省コスト推進事業            12,340 千円 

区役所や市民利用施設などの公共施設の電気・ガス等の使用量を施設ご 

とに把握し分析する「エネルギーカルテ」システムを拡大します。 

 それにより、施設の使用実態に応じた省エネ・省コストメニューが選択 

でき、その実施により、施設管理者や利用者（市民）などが一体となり省 

エネを推進します。 

４ 『市役所』－大規模事業者として率先した排出削減へ 

          141,320 千円 
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 (3) ☆【新】具体的環境配慮事項の設定事業          2,000 千円 

    本市の建築・設備仕様や契約等に関する要綱や指針、マニュアルなどに、

省エネや再生可能エネルギーの導入などの環境配慮事項を具体的に設定し、

本市の事業での脱温暖化を促進する仕組みをつくります。 

このことにより、市役所内部の省エネ・ＣＯ２排出量の削減はもちろんの

こと、要綱などの適用を受ける事業者などからの排出低減も期待されます。 

 

 (4) 【新】乾電池ゼロエミッション事業                       1,980 千円 

    市役所で使用する乾電池を充電可能型の電池へ転換するとともに、地域作 

業所に設置した太陽光発電（ソーラー電源）により充電し繰り返し利用する 

ことで、太陽光発電による充電式電池の普及を促進させます。 

 

 (5) ☆【新】エコスクールモデル実践事業                     20,000 千円 

    市内小中高校をモデルとした「学校エコ改修と環境教育」に取り組みます。 

ハード整備であるエコ改修の基本構想を地域との協働で策定することに

より、建築技術者の環境配慮促進と地域の環境教育リーダーなどの育成を図

ります。改修の基本構想策定にあたっては、エコ改修後の学校における教育

プログラムを併せて検討し、環境教育の充実に向けて取り組みます。 

 

 

 

 

 (1) ☆ヒートアイランド対策集中導入モデル事業              26,000 千円 

    平成 20 年度事業で導入した対策の総合的な効果検証及び金沢区庁舎にお

けるヒートアイランド対策のさらなる導入※、ミスト冷却装置設置の助成、 

クールスポット・風の道の活用方策の検討等、様々な先進的なヒートアイラ

ンド対策の導入・検討を行います。 

※ 横浜グリーンバレー事業と連携して実施します。 

 

 (2) ☆ヒートアイランド対策各区連携事業                     7,983 千円 

    「ヒートアイランド対策取組方針」に基づき、ヒートアイランド対策のた

めの緑のカーテンなど、緑化の推進や省エネ行動などの実践行動を、市民協

働により進めます。 

５ 『都市と緑』－ヒートアイランド対策の推進               33,983 千円 
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 (1) ☆【新】環境モデル都市推進事業                        27,404 千円 

    環境モデル都市の推進に向けた取組を市民・事業者など各主体や他都市・

地域と連携・協働して実施します。 

   ・（仮）環境モデル都市共創プロジェクト提案制度の実施 

   ・ 国や「低炭素都市推進協議会」と連携し環境モデル都市国際会議を開催 

   ・「脱温暖化連合」（大都市・農山村連携モデルの構築等）を目指して、 

複数の自治体との連携 等 

 

 

 

 (1) ☆【拡】温暖化対策地域推進計画推進事業                24,316 千円 

「横浜市地球温暖化対策地域推進計画」やＣＯ－ＤＯ３０に掲げる目標 

達成に向けた進捗状況を把握するため、市域から排出される温室効果ガス 

の排出状況調査等を行います。温暖化対策法の改正により策定が義務づけ 

られた実行計画のあり方や、地球温暖化対策に関する各種制度の検討・整 

備を行います。 

 

 

６ 『脱温暖化連携』－国内外との連携で脱温暖化 

７ 『脱温暖化を加速する制度整備』 

８ 職員人件費                       338,184 千円 
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事  業  内  容 
 
自然エネルギーの利用促進や地球温暖化対策に資

するとともに、環境行動都市の実現に向けて、市民

一人ひとりが具体的行動を起こすきっかけとする事

業として、風力発電事業を進めます。 
  
１ 維持管理・普及啓発事業     23,000 千円 

 「環境行動都市ヨコハマ」のシンボルとして市民

に親しまれる風車となるよう普及啓発・ＰＲを実施

するとともに、風力発電施設の維持管理を行います。 
(1) 施設の維持管理 

(2)  イベント開催・リーフレット作成等 
 
２ 公債費       35,500 千円 
(1)  元金     32,189 千円 

(2)  利子  3,304 千円 
(3)  公債諸費     7 千円 

 

３ 予備費              5,000 千円 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市風力発電所「ハマウィング」 

風力発電事業費 

（風力発電事業費会計） 

千円 
本 年 度 

     63,500 

前 年 度       51,001  

差   引       12,499  

国・県            -  

市 債            -  

その他       63,500  

財
源
内
訳 

一 般         -  

 

○ 設備所在地 

神奈川区鈴繁町 8-1 

（瑞穂ふ頭地内） 

○ 設備概要 

機  種     V80-2.0MW 

定格出力      1,980 kW 

年間予想発電量 300 万 kWh 

最高到達点   118 メートル 

竣工年月  平成 19年３月 
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あらゆる主体の知恵と力を結集し脱温暖化を加速します！！～ヨコハマ・エコ・スクール（YES）～

横浜のすべてを「学びの場」として、市民が脱温暖化について楽しく学び、行動することを

目指し、NPO・事業者・大学・行政などが実施する、脱温暖化に関連する様々な講座やシンポ
ジウムなどの活動・取組を、「ヨコハマ・エコ・スクール(ＹＥＳ)」という統一的なブランドで
つなぎ、市民にわかりやすく提供します。 
 

◆実施する YES 講座の内容（予定） 

○YES連携講座 
・NPO､事業者､大学など連携主体の講座 
○YES自主企画講座  
・環境リーダー養成研修 
○よこはま大学リレー講座 
○体験型講座 
・道志村森林ボランティア体験学習 など 
 

エコで得する環境ポイント ～開国博Ｙ150 と連携して社会実験が始まります！～ 

 市民の環境に配慮した行動を促進することを目的とする「横浜環境ポイント」を、21年度は、
家庭での省エネ行動（電気・ガスの使用量の把握と削減→CO２排出量の「見える化」）や開国
博 Y150に関連する環境活動を主な対象として行います。また、小学生がリーダーとなって家
庭で実践する省エネ行動（「子ども省エネ大作戦」）も対象にします。 
開国博Ｙ150ヒルサイド会場内とマザーポートエリア（ワールドポーターズ４階）にポイン

ト交換センターを設置し、その周辺の商店街の皆様からの御協力もいただきながら、事業を展

開していきます。 
事業は、ＮＰＯ、事業者、団体、行政などからなる「横浜環境ポイント実行委員会」（平成

２１年３月設立）で運営しています。 
 ポイントを貯める ポイントに交換 ポイントを使う

ポイント交換センター設置期間
８月８日から９月２７日

ワールドポーターズは、９月８日定休日

お得冊子の利用期間
８月８日から１２月末（予定）

ポイントが貯まる行動

Ⅰ 家庭での省エネ行動
●電気・ガスの使用量削減
・電気・ガスの検針票をポイント交換センター
に持って行くと検針票一枚につき１ポイント
（本年５～９月分が対象）

・各月、前年同月からの削減量に応じて
ポイント

●子ども省エネ大作戦に参加
市内小学生が省エネチックシート

（学校で配付）をポイント交換センターに
持参で３ポイント

●省エネ機器購入
「節水型シャワー」「節電タップ」
「電球形蛍光灯」「充電式電池」を購入した
際のレシート（５月１日以降の購入分）で、
1商品毎に１ポイント

Ⅱ 公共交通利用
電車、バスを使って
ポイント交換センターへ移動で１ポイント

Ⅲ 環境活動への参加
ヨコハマ・エコ・スクール（ＹＥＳ）に

参加で１ポイント など

ポイント交換センター

「環境に配慮した行動」を
ポイントに交換する場所

【設置場所】（予定）
（１）ワールドポーターズ４階
（２）ヒルサイドイベント
会場内

貯めたポイントで

①ポイント数に応じて、
特典と交換できる
【内容】

よこはま動物園ズーラシア

招待券、横浜ＦＣ戦観戦
チケットなどの特典と交換

②３ポイント以上貯まった方
全員に「お得冊子」（クーポ
ン）を進呈

【内容】
お得冊子を持参すると
様々な特典が得られる
・施設利用割引
・商店街でのお得サービス

など

事業者の皆様からの
エコ商品等の提供

ポイントを貯める ポイントに交換 ポイントを使う

ポイント交換センター設置期間
８月８日から９月２７日

ワールドポーターズは、９月８日定休日

お得冊子の利用期間
８月８日から１２月末（予定）

ポイントが貯まる行動

Ⅰ 家庭での省エネ行動
●電気・ガスの使用量削減
・電気・ガスの検針票をポイント交換センター
に持って行くと検針票一枚につき１ポイント
（本年５～９月分が対象）

・各月、前年同月からの削減量に応じて
ポイント

●子ども省エネ大作戦に参加
市内小学生が省エネチックシート

（学校で配付）をポイント交換センターに
持参で３ポイント

●省エネ機器購入
「節水型シャワー」「節電タップ」
「電球形蛍光灯」「充電式電池」を購入した
際のレシート（５月１日以降の購入分）で、
1商品毎に１ポイント

Ⅱ 公共交通利用
電車、バスを使って
ポイント交換センターへ移動で１ポイント

Ⅲ 環境活動への参加
ヨコハマ・エコ・スクール（ＹＥＳ）に

参加で１ポイント など

ポイント交換センター

「環境に配慮した行動」を
ポイントに交換する場所

【設置場所】（予定）
（１）ワールドポーターズ４階
（２）ヒルサイドイベント
会場内

貯めたポイントで

①ポイント数に応じて、
特典と交換できる
【内容】

よこはま動物園ズーラシア

招待券、横浜ＦＣ戦観戦
チケットなどの特典と交換

②３ポイント以上貯まった方
全員に「お得冊子」（クーポ
ン）を進呈

【内容】
お得冊子を持参すると
様々な特典が得られる
・施設利用割引
・商店街でのお得サービス

など

事業者の皆様からの
エコ商品等の提供

コラム １ 

コラム ２ 
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横浜臨海部を再生可能エネルギー活用の最先端エリアにします！！～横浜グリーンバレーの構築～

横浜市施設では、下水汚泥の消化ガス発電など未利用エネルギーを活用した実績が豊富に

あります。この活用事例を発展させ、特に施設が集中している横浜臨海部において再生可能

エネルギー技術のパイオニアエリア『横浜グリーンバレー』を産官学協働で構築します。 
◆一定の地域内で複数の電源等を組合 
せ、既存の電力線を活用したバーチ 
ャルマイクログリッド（小規模な分 
散電源のネットワーク）も想定 

◆太陽光や風力、小水力、バイオマス 
などの再生可能エネルギー・未利用 
エネルギーの効果的な活用 

◆ヒートアイランド対策の集中導入や、 
新たな拠点づくり等 

〈平成 21年度事業内容〉 
・全体構想の策定 
・市有施設間のエネルギー有効活用の検討 
・メガソーラー導入やバイオマス利活用の検討 
・生ごみ回収・資源化調査 
・ヒートアイランド対策の集中導入のさらなる展開 

 

  

東 京 湾 

  

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

②②下下水水汚汚泥泥のの処処理理  

・・活活用用  

N2O 最小限化、製造し

たバイオ製品活用

③③家家庭庭系系生生ごごみみ資資源源化化

未利用エネルギー活用

④④臨臨海海部部事事業業所所間間  

ババーーチチャャルル・・ママイイククロロググリリッッドド  

電力ゼロエミッション化による

ローカーボンエリア 

⑥⑥ヒヒーートトアアイイラランンドド対対策策  

集集中中導導入入モモデデルル事事業業  

排熱抑制、地表面改良 

⑤⑤動動物物園園・・自自然然公公園園ににおおけけるる 

新新たたなな環環境境教教育育拠拠点点  

施設の再生可能エネルギー

活用 

横浜グリーンバレー構想のイメージ 
 

①①ヨヨココハハママググリリーーンンババレレーー

拠拠点点づづくくりり  

既存施設活用による

インキュベーション拠点

再生可能エネルギー10倍化に不可欠な、新たな仕組みをつくります！！！！ 

再生可能エネルギー10倍化には、従来の枠組を超えた手法が不可欠です。その一環として、
①「市民力」発揮のため、地域密着の普及ルートとして自治会町内会に着目。自治会町内会

館に太陽光発電を設置する場合に市が補助を行うことで、グリーン電力の利用・売却につ

なげるとともに、温暖化対策の普及・啓発の活動の拠点としていくためのモデル事業に取

り組みます。 
②普及のための強力な支援策として、EU諸国等で実績のある「固定価格買取制度」に着目。
自治会・町内会館での売電量に応じ固定価格との差分を補助し、新たな手法を市民が理

解・実感する社会実験として行います。 
このほか、普及の仕組みを支える事業主体「横浜グリーンパワー（仮称）」の実施事業モ

デルや、再生可能エネルギーの効率的導入に向けた支援策などを検討します。 
再生可能エネルギーの普及・ＰＲ拠点づくりのための検討モデル（イメージ） 

 

売電量に応じ助成（固定価格）

設置費助成 

横浜市 

自治会町内会館 
（普及・PR活動の拠点へ）

 

 

（注）固定価格買取制度について 

○ ＥＵ諸国を中心に多くの国で導入されており、高コストの再生可能エネルギーによる発電価格（固定価格）

と化石燃料等による電力価格との差を補助するもので、再生可能電力の促進に効果的な制度です。 
○ 本年２月、国において日本独自の固定価格買取制度導入の方針が示されたところであり、早ければ本年度

中にも運用を開始する方向で議論が行われています。 
○ 横浜市では、こうした国の動向を注視しながら、町内会館での太陽光発電システム導入について、制度設

計をしていく予定です。 

コラム ３ 

コラム ４ 





























































































平成21年度 地球温暖化対策事業本部 運営方針
―環境モデル都市・横浜　G30からCO-DO30へ―

■長期目標（2050年度（H62年度）までに）　　　　　　　　　※ 基準年度：2004年度（H16年度）
　・市民一人当たりの温室効果ガス排出量を60%以上削減
■中期目標（2025年度（H37年度）までに）
　・市民一人当たりの温室効果ガス排出量を30%以上削減
　・再生可能エネルギー利用量を10倍に拡大
■基本方針
　・二酸化炭素の排出削減につながる仕組みづくりと生活の質の向上
　・効果の大きい取組への政策資源の集中と先駆的な取組の推進
　・市場を拡大するような取組の積極的な展開
　・市民・事業者等との活発なコミュニケーション・協働と政策連携

横浜市脱温暖化行動方針　CO-DO30 平成21年度の重点取組

１　市民力の発揮を通じて実効性ある脱温暖化施策を推進します。

◆18区との連携による「1区1ゼロカーボンプロジェクト」「エコハマ省エネ実践事業」の推進を通じ
　 て、身近な地域の中での脱温暖化行動の普及・定着を進めます。
◆産官学民が協働して「学びの場」を提供する「ヨコハマ・エコ・スクール（ＹＥＳ）」や、民の力を生か
　 した脱温暖化行動の推進エンジン「横浜市地球温暖化防止活動推進センター（仮称）」の発足を
   通じて、市民一人ひとりが取り組める実践的な脱温暖化行動の普及を進めます。
◆「横浜環境ポイント」社会実験を通じて、市民一人ひとりの環境行動の「見える化」と地域経済と
   の好循環による、脱温暖化行動を持続的に促進する仕組みをつくります。
◆企業や大学の持つ技術・ノウハウを生かした新たな環境ビジネスへの展開について、共創推進
　 事業本部との連携等、市役所一丸となった実行プロセスを構築・推進します。

２　再生可能エネルギー10倍拡大・省エネ対策促進の道筋を確かにします。

◆「横浜グリーンパワー（仮称）」設立検討を開始し、再生可能エネルギー普及制度も運用しなが
　 ら、再生可能エネルギー普及拡大に向けた仕組みづくりを進めます。
◆国・県とも連携した住宅用太陽光発電の導入・市独自で太陽熱利用システムの導入を促進する
   とともに、地域と連携した再生可能エネルギー導入を進めます。
◆市民に身近な、市立小中学校への太陽光パネル設置や、地域における防犯灯の長寿命・省電
　 力のLED化など、再生可能エネルギーの導入や省エネを推進します。

３　各都市・地域との連携により幅広く脱温暖化施策を展開します。

◆環境モデル都市としての本市の姿勢や取組を、国際会議や展示会等へ積極的に参加するほ
    か、 本市において国際会議を開催するなど、広く世界にメッセージを発信します。
◆都市・地域間の連携の実践として、「低炭素都市推進協議会」でのワーキンググループの主催
　　（コーディネート）を通じ、都市と農山村が連携した地域活性化モデルの構築に取り組みます。

地球温暖化対策事業本部の目標

＜H21年度＞  具体化に向けて行動する年　～[政策][行動][広報]の連動～

　

＜H22年度＞
　H23年度以降の全庁的な地球温暖化対策と、市民力が持続的に発揮される仕組
　みを定着させる年

＜H20年度＞　　スタートダッシュ＆ロードマップ構築の年

■市民・事業者・行政など多様な主体とパートナーシップを築き、目標を
　 共有し、 「G30からCO-DO30へ」を合言葉に、連携して施策に取り組む
■政策の重点化と経営資源の集中投下を進めつつ、区局事業本部が
　連携しCO-DO30ロードマップの事業化を推進

◆市民・事業者・行政のパートナーシップによる脱温暖化推進体制の運営が自立化
　→各主体の特性・長所を生かした効果的な政策連携を推進
◆区局事業本部とのパートナーシップのもとに、全庁的な政策推進体制が定着
　→CO-DO30・環境モデル都市の施策を着実かつ先駆的に推進
◆次期中期計画に、区局事業本部が横断的に取り組む脱温暖化施策が位置づけ
　→CO-DO30のH23年度以降のアクションを具体化
◆市地球温暖化対策地域推進計画の目標の達成に目処
　→H22年度における市民1人当たり温室効果ガス排出量：H2年度比で6%以上削減

H20 ～ 22 年 度 で 目 指 す 姿

４　脱温暖化を持続的に進める仕組みをつくります。

◆CO-DO30の施策を着実に進めるため、総合的な脱温暖化制度を構築（「脱温暖化条例（仮称）」
   を策定）します。
◆「横浜市生活環境の保全等に関する条例」改正施行（H22年4月）に向けて、制度の運用準備や
   関係者間との調整を進め、事業者等における自主的な地球温暖化対策をさらに促進します。

■仕事に対する心構え　～1人ひとりが「プロジェクト・マネージャー」！～
　―事業本部としての組織目標達成に向け、職員それぞれが個性や才能、やる気を生かして担当業務
　　　に対するリーダーシップを発揮し、合理的・効果的に事業を推進

■パートナーとの協働　～わたくしたちは「脱温暖化行動の“営業パーソン”」！～
   ―市職員全員による脱温暖化行動を目指し、事業本部自らが率先して低炭素型ライフスタイル、業務
　　　合理化、職場エコ化を実践
　 ―区局事業本部との顔の見えるコミュニケーションを活発化し、足で稼ぐ取組支援・企画調整を推進

■外部環境への適応　～時代最適・次代最適＝「波」を読み、乗りこなす！～
   ―日進月歩の温暖化対策に後れを取ることなく、あらゆる情報をキャッチし、職場内で共有・検討し、
　　　常に半歩先を行く政策・事業手法を提案・実践

事業本部 ３つの行動原則

　■環境モデル都市認定（H20年7月）
　　 →世界の模範となる取組実施へ
　■CO-DO30ロードマップ策定（H21年3月）
　　 →環境モデル都市実現・本市の地球温暖化対策の方向性の明確化
　　 →H21～25年度に具体化・検討する施策整理

みんなのアースくん




